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気候危機の時代

2出典︓動画チャンネル環境省Cool Choice https://youtu.be/azgSkpX_wHQ
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2つの気候変動影響への対策
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• 気候変動影響への対策は、⼤きく2つに分けられる
• 温暖化の原因に直接働きかける「緩和」と同時に

差し迫った影響への対処として、「適応」の取組も不可⽋

出典︓環境省 温暖化から⽇本を守る 適応への挑戦 2012（http://www.env.go.jp/earth/ondanka/pamph_tekiou/2012/）
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「適応」とは︖
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• 気候変動影響に対応して、これによる被害の防⽌⼜は軽減その他⽣活の安定、
社会若しくは経済の健全な発展⼜は⾃然環境の保全を図ること (法2条2項)

• 気候変動の影響が現れるのをただ待つだけではなく、社会や⽣活のあり⽅を変え
て、影響に備える

⇒⾼温に強い農作物の開発、災害から⾝を守る備え、熱中症の予防など

出典︓気候変動適応情報プラットフォーム(A-PLAT) 気候変動と適応（https://adaptation-platform.nies.go.jp/climate_change_adapt/index.html）

企業にとっては、社会に役⽴つ
新たなビジネスの開拓など、
潜在的な要素も秘めている



 世界経済フォーラムの報告書で、「気候⾏動の緩和・適応の失敗」は影響の⼤きいリスク・発⽣確率の⾼いリスクのともに第2位、
「異常気象」は発⽣確率の⾼いリスクの第1位に挙げられた。他の環境分野のリスクも上位を占めている。
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グローバルリスク2021︓⾼まる気候変動リスクの認識

影響の⼤きいグローバルリスク 上位５位（2017-2021年）

発⽣確率

影
響

度
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出典︓世界経済フォーラム(2021)「グローバルリスク報告書 2021年版」 http://www3.weforum.org/docs/WEF_The_Global_Risks_Report_2021.pdf

気候変動の緩和
・適応の失敗

⽣物多様性の
損失

天然資源の危機

⼈為的な
環境災害

異常気象

気候変動の
緩和・適応の失敗

気候変動の
緩和・適応の失敗

気候変動の
緩和・適応の失敗

異常気象異常気象

⾃然災害⾃然災害

⾃然災害

⾃然災害

⽣物多様性の
損失

⼈為的な
環境災害

発⽣確率の⾼いグローバルリスク 上位５位（2017-2021年）

地球物理的な災害

異常気象

気候変動の
緩和・適応の失敗

⼈間による
環境破壊

感染症

⽣物多様性の
損失

異常気象感染症(参考)

感染症

天然資源の
危機

気候変動の
緩和・適応の失敗

⽣物多様性の
損失

異常気象

2017 2018 2019 2020 2021

2017 2018 2019 2020 2021

経済 環境 地政学 技術社会

経済

環境

地政学

社会

技術

カテゴリー



１. 気候変動の状況、将来予測等
世界と⽇本の状況

２. 気候変動の影響
さまざまな分野で予測されている将来の影響

３. 適応策の具体事例
適応策の考え⽅/分野別適応策

４. 気候変動適応法と国の取組
気候変動適応法/各省の動き/国環研の取組

５. 地域の取組
地域の役割/地域気候変動適応計画

６. 参考情報

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

内容
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8出典︓気象庁HP ⽇本の年平均気温 http://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_jpn.html

 年平均気温は100年あたり
約1.26℃の割合で上昇

 特に1990年以降，⾼温と
なる年が頻出

⽇本で暑かった年
①2020年（+0.95℃）
②2019年（+0.92℃）
③2016年（+0.88℃）
④1990年（+0.78℃）
⑤2004年（+0.77℃）

観測地点15地点；網走，根室，寿都，山形，石巻，伏木，飯田，銚子，境，浜田，彦根，宮崎，多度津，名瀬，石垣島
長期間にわたって観測を継続している気象観測所の中から，都市化による影響が比較的少なく，また，特定の地域に
偏らないように選定

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

⽇本における年平均気温の変化

• 統計開始（1891年）以降，最も暑い年は2020年．

基準値は1981〜2010年の30年平均値
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熱中症搬送者数の推移

9出典）消防庁公表データ（https://www.fdma.go.jp/disaster/heatstroke/post1.html）及び気象庁データよりCCCA作成
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10出典︓気象庁ホームページ（⼤⾬や猛暑⽇などのこれまでの変化） https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/extreme/extreme_p.html

• ⽇降⽔量100mm以上の年間
⽇数は増加している。（統計期
間1901〜2020年で100年あた
り0.30⽇の増加）。

• ⽇降⽔量1.0mm以上の⽇数は
減少している。（統計期間1901
〜2020年で100年あたり9.3⽇
の減少）

棒グラフ（緑）は各年の年間日数の合計を有効地点数の合計で割った値（1地点あたり
の年間日数）を示す．太線（青）は5年移動平均値，直線（赤）は長期変化傾向（この期間
の平均的な変化傾向）を示す．

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

⽇本における⾬の降り⽅の変化



平成30年6⽉28⽇〜7⽉8⽇平成30年6⽉28⽇〜7⽉8⽇
平成30年7⽉豪⾬
（前線及び台⾵第7号による⼤⾬等）

⻄⽇本を中⼼に全国的に拾い範囲で
記録的な⼤⾬

平成30年2⽉3⽇〜2⽉8⽇平成30年2⽉3⽇〜2⽉8⽇
強い冬型の気圧配置による⼤雪

北陸地⽅の平野部を中⼼に⽇本海側
で⼤雪

平成30年9⽉28⽇〜10⽉1⽇平成30年9⽉28⽇〜10⽉1⽇
台⾵第24号による暴⾵・⾼潮等

南⻄諸島及び⻄⽇本・東⽇本の太平洋側
を中⼼に暴⾵．紀伊半島などで顕著な⾼
潮．

平成30年9⽉3⽇〜5⽇平成30年9⽉3⽇〜5⽇
台⾵第21号による暴⾵・⾼潮等

⻄⽇本から北⽇本にかけて暴⾵．特に
四国や近畿地⽅で顕著な⾼潮．

平成30年1⽉22⽇〜1⽉27⽇平成30年1⽉22⽇〜1⽉27⽇
南岸低気圧及び強い冬型の気
圧配置による⼤雪・暴⾵雪等

関東甲信地⽅や東北太平洋側の平野
部で⼤雪．⽇本海側を中⼼に暴⾵
雪．

令和元年10⽉24⽇〜10⽉26⽇令和元年10⽉24⽇〜10⽉26⽇
低気圧等による⼤⾬
千葉県と福島県で記録的な⼤⾬．

令和元年10⽉10⽇〜10⽉13⽇令和元年10⽉10⽇〜10⽉13⽇
令和元年東⽇本台⾵（台⾵第19
号）による⼤⾬，暴⾵等
記録的な⼤⾬，暴⾵，⾼波，⾼潮．

令和元年8⽉26⽇〜8⽉29⽇令和元年8⽉26⽇〜8⽉29⽇
前線による⼤⾬
九州北部地⽅を中⼼に記録的な⼤
⾬．

平成29年6⽉30⽇〜7⽉10⽇平成29年6⽉30⽇〜7⽉10⽇
梅⾬前線及び台⾵第３号による⼤
⾬と暴⾵
※平成29年7⽉九州北部豪⾬
（7⽉5⽇〜7⽉6⽇）
⻄⽇本から東⽇本を中⼼に⼤⾬．
5⽇から6⽇にかけて⻄⽇本で記録的
な⼤⾬．

平成29年9⽉13⽇〜9⽉18⽇平成29年9⽉13⽇〜9⽉18⽇
台⾵第18号及び前線による⼤⾬・
暴⾵等
南⻄諸島や⻄⽇本，北海道を中⼼に
⼤⾬や暴⾵となった．

平成29年10⽉21⽇〜10⽉23⽇平成29年10⽉21⽇〜10⽉23⽇
台⾵第21号及び前線による⼤⾬・暴⾵等
⻄⽇本から東⽇本，東北地⽅の広い範囲で⼤
⾬．全国的に暴⾵．

出典：気象庁「災害をもたらした気象事例（平成元年〜本年）」https://www.data.jma.go.jp/obd/stats/data/bosai/report/index_1989.html

令和2年
平成31年/令和元年
平成30年
平成29年

令和２年7⽉3⽇〜7⽉31⽇令和２年7⽉3⽇〜7⽉31⽇
令和2年7⽉豪⾬

⻄⽇本から東⽇本，東北地⽅の広い
範囲で⼤⾬．4⽇から7⽇にかけて九州
で記録的な⼤⾬．球磨川など⼤河川で
の氾濫が相次いだ．

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

近年の⽇本で災害をもたらした気象事象
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世界における年平均気温の上昇︓連続5年記録的猛暑
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• 2020年の世界平均気温の基準値からの偏差は+0.47℃（速報値）
• 1891年の統計開始以降、2016年を上回り最も⾼い値

出典︓気象庁HP 世界の年平均気温（http://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_wld.html）

世界全体で暑かった年
①2020年（+0.47℃）
②2016年（+0.45℃）
③2019年（+0.42℃）
④2015年（+0.42℃）
⑤2017年（+0.38℃）

世界全体で暑かった年
①2020年（+0.47℃）
②2016年（+0.45℃）
③2019年（+0.42℃）
④2015年（+0.42℃）
⑤2017年（+0.38℃）

年平均気温は
100年あたり約0.75℃
の割合で上昇

細線（黒）：各年の平均気温の基準値※からの偏差
― 太線（青）：偏差の5年移動平均
― 直線（赤）：長期的な変化傾向

※基準値は1981〜2010年の30年平均値

世界の年平均気温偏差
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気候変動の主な要因

13出典︓ 令和２年度環境⽩書

詳しい解説は
Youtube国環研
動画チャンネルを
御覧ください︕
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気候変動は⼈間のせい⁉
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20世紀半ば以降に観測された気候変動は、
⼈間活動による温室効果ガス排出が主原因の可能性が⾼い

出典︓IPCC第5次評価報告書 2013

■⼈間活動の影響
化⽯燃料を燃やしたり、
森林等を伐採することで
温室効果ガスの濃度が
上がっている
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世界の将来予測︓年平均気温
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21 世紀末の年平均気温は、
厳しい温暖化対策をとった場合(RCP2.6)で0.3〜1.7℃
厳しい温暖化対策をとらなかった場合(RCP8.5)で2.6〜4.8℃上昇と予測

出典︓環境省 気候変動の観測・予測・影響評価に関する統合レポート2018〜⽇本の気候変動とその影響〜 (https://www.env.go.jp/press/105129.html)
（図）環境省 「地球温暖化対策について（平成27年2⽉）」（https://www.env.go.jp/council/01chuo/y010-22/mat03_1.pdf）

1986年〜2005年平均気温からの気温上昇
（AR5 SYR Fig.6 編集）※産業⾰命前と⽐較する際は0.61℃を加える



⽂部科学省・気象庁︓「⽇本の気候変動2020」（令和２年12⽉公表）
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16

年平均気温が約1.4°C/約4.5°C上昇

21世紀末の⽇本は、20世紀末と⽐べ…

猛暑⽇や熱帯夜はますます増加し、
冬⽇は減少する。

激しい⾬が増える
⽇降⽔量の年最⼤値は
約12%（約15 mm）/ 約27%（約33 mm）増加

50 mm/h以上の⾬の頻度は 約1.6倍/約2.3倍に増加

降雪・積雪は減少

雪ではなく⾬が降る。
ただし⼤雪のリスクが
低下するとは限らない。

強い台⾵の割合が増加
台⾵に伴う⾬と⾵は強まる

海⾯⽔温が約1.14°C/約3.58°C上昇

温まりやすい陸地に近いことや暖流の影響で、
予測される上昇量は世界平均よりも⼤きい。

沿岸の海⾯⽔位が

約0.39 m/約0.71 m上昇

3⽉のオホーツク海海氷⾯積は

約28%/約70%減少
【参考】4°C上昇シナリオ（RCP8.5）では、
21世紀半ばには夏季に北極海の海氷が
ほとんど融解すると予測されている。

⽇本南⽅や沖縄周辺においても
世界平均と同程度の速度で
海洋酸性化が進⾏

※⻩⾊は2°C上昇シナリオ（RCP2.6）、
紫⾊は4°C上昇シナリオ（RCP8.5）による予測

※ この資料において「将来予測」は、特段の説明がない限り、⽇本全国について、21世紀末時点の予測を20世紀末
⼜は現在と⽐較したもの。

出典︓気象庁HP「⽇本の気候変動2020 概要編」（https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/ccj/2020/pdf/cc2020_gaiyo.pdf）
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参考）RCP︓Representative Concentration Pathways
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• 気候変動予測では、気候への⼈為的な影響の仮定(シナリオ)が
必要

⇒ IPCC第５次評価報告書では、将来、温室効果ガスをどのような濃
度に安定化させるかという考え⽅で、４つの代表的シナリオを設定

出典︓左図）IPCC第５次評価報告書統合報告書「政策決定者向け要約」⽂科省、経産省、気象庁、環境省による確定訳
右表）全国地球温暖化防⽌活動推進センター IPCC第5次評価報告書特設ページ（https://www.jccca.org/ipcc/index.html）

略 称 シナリオ（予測）のタイプ

RCP2.6
低位安定化シナリオ
（21世紀末の放射強制⼒ 2.6W/㎡）

将来の気温上昇を２℃以下に抑えるという⽬標の
下に開発された低排出シナリオ

RCP4.5
中位安定化シナリオ
（21世紀末の放射強制⼒ 4.5W/㎡）

RCP6.0
⾼位安定化シナリオ
（21世紀末の放射強制⼒ 6.0W/㎡）

RCP8.5
⾼位参照シナリオ
（21世紀末の放射強制⼒ 8.5W/㎡）

2100年における温室効果ガス排出量の
最⼤排出量に相当するシナリオ
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⽇本の温室効果ガス排出量の推移

18

出典）
令和２年度
環境⽩書
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様々な分野において将来予測される影響

20

分野間による影響の
連鎖も⽰されている⇒

出典：国立環境研究所「気候変動による影響の連鎖の可視化に成功ー地球温暖化問題の全体像を人々が理解することに貢献ーhttps://www.nies.go.jp/whatsnew/20190228/20190228.html」



環境省︓「気候変動影響評価報告書」（令和２年12⽉公表）

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

21

全７分野71項⽬で影響評価を実施し、多くの項⽬で気候変動による影響が重⼤であり、緊急の対策が必要であることが⽰され
た。
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農業、森林・林業、⽔産業

22

既に現れているコメへの影響
• 出穂期以降の⾼温による影響として、⽩未熟粒の発⽣、⾍害の発⽣、

粒の充実不⾜、⽣育不良、胴割粒の発⽣ 等
• 冬期の気温上昇による越冬個体の増加等、⾍害の多発の報告

出典︓（左写真）農林⽔産省 平成30年地球温暖化影響調査レポート (https://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/ondanka/attach/pdf/report-47.pdf)
（右写真）農林⽔産省 平成27年地球温暖化影響調査レポート（https://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/ondanka/attach/pdf/report-2.pdf）

デンプンの蓄積が不⼗分なため
⽩く濁って⾒える⽶粒

胚乳部に⻲裂のある⽶粒
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⾃然⽣態系
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既に現れている海洋⽣態系への影響
• ⾼⽔温の発⽣する頻度が⾼くなり、サンゴの⽩化が頻繁に発⽣
• 沖合・沿岸域では、⽔産⽣物の産卵場・索餌場・回遊経路が変化
• 浅場では、藻場・⼲潟の分布域や構成種の減少等、⽣息環境の変化

出典︓環境省 気候変動の観測・予測・影響評価に関する統合レポート2018〜⽇本の気候変動とその影響〜 (https://www.env.go.jp/press/105129.html)
サンゴ⼤規模⽩化緊急対策会議 サンゴの⼤規模⽩化現象に関する緊急宣⾔ (https://www.env.go.jp/nature/coral/coral-bleaching/index.html)

（左写真）⽔産庁 サンゴ礁保全活動の⼿引き (https://www.jfa.maff.go.jp/j/gyoko_gyozyo/g_hourei/)
（右写真）⽔産庁 気候変動に対応した漁場整備⽅策に関するガイドライン (https://www.jfa.maff.go.jp/j/gyoko_gyozyo/g_hourei/)

サンゴの⽩化現象 海岸に⼤量に打ち上がった藻体
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⾃然災害・沿岸域（影響の概略図）

出典）「気候変動影響評価報告書（総論）」（令和２年12⽉）の図に国⽴環境研究所でイラスト追加
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⾃然災害・沿岸域
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既に現れている⼟砂災害への影響
• 総降⾬量の⼤きい豪⾬や数時間続く⾼降⾬強度の豪⾬の発⽣
• 豪⾬の頻度の増加に伴う、⼟砂災害の激甚化
• 2006〜2015 年の⼟砂災害発⽣件数の年間平均は1,046件
⇒2016 年の⼟砂災害発⽣件数は1,492 件

出典︓環境省 気候変動の観測・予測・影響評価に関する統合レポート2018〜⽇本の気候変動とその影響〜 (https://www.env.go.jp/press/105129.html)
国⼟交通省 平成27 年 全国の⼟砂災害発⽣状況 (http://www.mlit.go.jp/river/sabo/jirei/h27dosha/151130_H27dosyasaigai.pdf)

（図）国⼟交通省 平成28 年の⼟砂災害 (http://www.mlit.go.jp/river/sabo/jirei/h28dosha/H28_dosyasaigai.pdf)

2006〜2015 年の⼟砂災害発⽣件数
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将来予測される⽔害への影響

26

気温上昇に伴う降⾬量、流量、洪⽔発⽣頻度の変化倍率の試算（全国平均、1951〜2010年基準）
 2°C上昇︓降⾬量 1.1倍、流量 1.2倍、洪⽔発⽣頻度 2倍

 4°C上昇︓降⾬量 1.3倍、流量 1.4倍、洪⽔発⽣頻度 4倍

• 出典︓ 気候変動を踏まえた治⽔計画に係る技術検討会 気候変動を踏まえた治⽔計画のあり⽅ 提⾔（令和元年10⽉）※右図は国⽴環境研究所が作成
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産業・経済活動︓企業への影響
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出典︓ 環境省



１. 気候変動の状況、将来予測等
世界と⽇本の状況

２. 気候変動の影響
さまざまな分野で予測されている将来の影響

３. 適応策の具体事例
適応策の考え⽅/分野別適応策

４. 気候変動適応法と国の取組
気候変動適応法/各省の動き/国環研の取組

５. 地域の取組
地域の役割/地域気候変動適応計画

６. 参考情報

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

内容
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適応策の基本的な考え⽅

29

• 潜在的適応策︓気候変動適応策として位置付けられていないものの、
結果的に適応策として機能する施策

• 追加的適応策︓将来予測を考慮した気候変動適応策

⇒気候変動適応策は、潜在的適応策として既に⾏われている
追加的適応策の視点を含める事で気候変動への対応⼒が向上

時間軸 過去 現在 未来

気候変動
の把握 実測値 予測（不確実性を伴う）

適応策 ＜追加的適応策＞
予測を元に、幅を持たせて
適応策を策定 (順応的管理が有効)
例）治⽔・⽔害対策等

＜潜在的適応策＞
既に実施している施策の中で
気候変動影響への適応に資する施策
例）熱中症対策等
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追加的適応策
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• 既に実施されている適応策に追加すべき施策
• 既存施策の気候変動影響への対応⼒を整理し、⼗分な対応⼒がない

場合、追加的な適応策を検討する必要

出典︓地球温暖化「⽇本への影響」－新たなシナリオに基づく総合的影響予測と適応策－ (https://www.nies.go.jp/whatsnew/2014/20141110-4.pdf)
（表）上記資料を基に国⽴環境研究所が作成

影響分野
影響評価 既存施策の

実施状況
追加的適応策の
検討課題⽅向現在短期的リスク 中⻑期的リスク

農業
• ⽔稲、果樹、⾼原野

菜等へ影響あり
• コメの収量は増加、

りんごの⽣息適地の
移動が予測される

• 農業試験場を中⼼に技術開
発が実施されている

• 開発した適応技術の普及のため
の施策の創出、⻑期予測に基づ
く対策の検討等が課題

⽔災害
• 被害の増加傾向は

明確ではない
• 斜⾯崩壊のリスクが

増加する
• 洪⽔、⼟砂対策が進められて

いる
• 将来影響予測に基づく追加的

適応策や適応能⼒、感受性の
改善等の視点から適応策を検
討する

森林⽣態系
• 松くい⾍、⿃獣被害

が懸念される状況で
ある

• ブナ等の⽣育適域の
減少が予測される

• 影響の研究は進めているが、
適応策は検討中である

• 将来影響の予測結果をもとに、
⾃然保護区⾒直し等の⻑期的
施策を具体化する

健康
• 熱中症患者数が増

加傾向にある
• 患者数の増加が予

想される
• 情報提供が中⼼である • ⾼齢者単独世帯への⽀援や近

隣の互助等による熱中症対策を
検討する

分野毎の影響評価の概要と追加的適応策の抽出(⻑野県でのモデルスタディより)
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農作物に関する適応策の事例（全国の⾼温耐性⽶）

出典：農林⽔産省「平成29年度地球温暖化影響調査レポート（平成30年10⽉）」http://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/ondanka/report.htmlを元に気候変動適応センターにて作図。
⾼温耐性品種の割合は農林⽔産省「平成30年地球温暖化影響調査レポート（令和元年10⽉）」https://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/ondanka/#温暖化レポート から引⽤
岡⼭県農林⽔産総合センター農業研究所「温暖化に対応した⽔稲の品種選定と栽培技術の確⽴」 http://www.pref.okayama.jp/norin/nousou/noushi/ondanka/suitou.htm

⾼温耐性⽶の導⼊(全国)
多くの県で⾼温耐性品種の導⼊等が⾏われており、作付⾯積も増
加傾向（ H30年産主⾷⽤作付⾯積（全国）のうち⾼温耐性品
種が占める割合は約9.1％ ）。



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

⽔産業に関する適応策の事例
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⽔温24℃に耐える⿊ノリ品種「みえのあかり」 (三重県)
• 養殖が開始される10⽉の海⽔温の低下に遅れ
• ⽔温が23℃を下回らない環境で開始すると、ノリが⽣⻑不良などを起こ

し、⽣産量に影響
• 約5年をかけて、2010年に⾼⽔温耐性品種「みえのあかり」を開発

出典︓三重県 三重県の気候変動影響と適応のあり⽅について（http://www.pref.mie.lg.jp/common/content/000625501.pdf）
（写真・図）気候変動適応情報プラットフォーム(A-PLAT) 地域の適応インタビュー(https://adaptation-platform.nies.go.jp/articles/case_study/vol15_mie.html)

育苗期における過去30年間⽔温 ⿊ノリ品種「みえのあかり」



環境省︓「国⽴公園等の保護区における気候変動への適応策検討の⼿引き」
（2019年3⽉）

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

33出典）https://adaptation‐platform.nies.go.jp/plan/pdf/moej_nationalpark_2019_tebiki.pdf
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防災に関する適応策の事例︓⼿戻りの少ない施設の設計

将来のゲートの規模を考慮した
⾨柱の⾼さ

○施設の整備にあたっては，設計段階で幅を持った外⼒を想定し，改造等が容易な構造形式
の選定や，追加的な補強が困難な基礎部等をあらかじめ増強しておくなど，外⼒の増⼤に柔
軟に追随できるような設計が重要

海⾯⽔位上昇に対する⽔⾨設計での対応イメージ

計画⾼潮位
計画⾼⽔位

ゲートの規模が変わることに伴う巻き上
げ機等の改造

ゲートの規模が変わることに伴う
ゲート等の改造

海側 河川側
海⾯⽔位の上昇

【将来対応】

【あらかじめ対応】

【あらかじめ対応】【将来対応】

将来のゲートの規模を考慮し
た基礎

出典：愛知県HP⽇光川⽔閘⾨改築事業についてを改編
http://www.pref.aichi.jp/soshiki/kasen/0000032918.html
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⽣態系を活⽤した防災・減災（Eco-DRR）
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近年、健全な⽣態系が有する防災・
減災機能を積極的に活⽤して災害リ
スクを低減させる「Eco-DRR（エコ・
ディー・アール・アール︓
Ecosystem-based Disaster 
Risk Reduction）」という考え⽅が
注⽬されている

また、森林や湿地などの⽣態系は炭
素貯留機能を有しており、⽣態系の
保全や再⽣、適正な管理を⾏うこと
は気候変動の緩和策としても有効

出典）環境省⾃然環境局資料 http://www.env.go.jp/nature/biodic/eco-drr.html



１. 気候変動の状況、将来予測等
世界と⽇本の状況

２. 気候変動の影響
さまざまな分野で予測されている将来の影響

３. 適応策の具体事例
適応策の考え⽅/分野別適応策

４. 気候変動適応法と国の取組
気候変動適応法/各省の動き/国環研の取組

５. 地域の取組
地域の役割/地域気候変動適応計画
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内容
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1998 2016 20182015

「気候変動の影響への
適応計画」 策定

12⽉1⽇
気候変動適応法施⾏

IPCC

1988 1992

「気候変動枠組み条約」採択

1997

COP3
「京都議定書」採択

COP21
パリ協定合意

2008-2012 2019 2020

京都議定書
第⼀約束期間

パリ協定による
削減開始

「地球温暖化
対策推進法」

「地球温暖化
対策計画」

2030

脱炭素社会
実現へ

緩和策

適応策

対策の両輪

国立環境研究所に適応業務追加
気候変動適応センター開設
• 自治体等への技術的支援実施
• 国レベルの適応情報基盤を荷う

気候変動施策の動き

SDGs
⽬標年

2021

影響評価報告書

適応計画改定

温対法改正案

第１回
グローバル・
ストックテイク

2023

37

2050

⽇本
カーボン

ニュートラル
達成⽬標

菅⾸相2050年カーボンニュートラル宣⾔
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気候変動適応推進の流れ

38



国、地⽅公共団体、事業者、国⺠が気候変動適応の推進のため担うべき役割を明確化。
国は、農業や防災等の各分野の適応を推進する気候変動適応計画を策定（H30年11⽉27⽇閣議決定）。その進展

状況について、把握・評価⼿法を開発。
環境省が、気候変動影響評価をおおむね５年ごとに⾏い、その結果等を勘案して計画を改定。

１．適応の総合的推進

２．情報基盤の整備 ３．地域での適応の強化
適応の情報基盤の中核として国⽴環境研究所を

位置付け。

各分野において、信頼できるきめ細かな情報に基づく効果的な適応策の推進

農
林

⽔
産
業

⽔
環
境
・

⽔
資
源

⾃
然

⽣
態
系

⾃
然
災
害

健
康

産
業
・

経
済
活
動

国
⺠
⽣
活

４．適応の国際展開等
 国際協⼒の推進。
 事業者等の取組・適応ビジネスの促進。

都道府県及び市町村に、地域気候変動適応計画策定の
努⼒義務。

地域において、適応の情報収集・提供等を⾏う体制（地
域気候変動適応センター）を確保。

広域協議会を組織し、国と地⽅公共団体等が連携して地
域における適応策を推進。

「気候変動適応情報プラットフォーム」（国⽴環境研究所サイト）
の主なコンテンツ

http://www.adaptation‐platform.nies.go.jp/index.html

コメの収量
の将来予測

砂浜消失率
の将来予測

＜対象期間＞
21世紀末（2081
年～2100年）

＜シナリオ＞
厳しい温暖化対
策をとった場合
(RCP2.6)

※品質の良いコメの収量

将来影響の科学的知⾒に基づき、
・⾼温耐性の農作物品種の開発・普及
・⿂類の分布域の変化に対応した漁場の整備
・堤防・洪⽔調整施設等の着実なハード整備
・ハザードマップ作成の促進
・熱中症予防対策の推進 等

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

気候変動適応法の概要
[平成三⼗年法律第五⼗号]
平成30年６⽉13⽇公布
平成30年12⽉1⽇施⾏
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国会で気候変動適応の必要を再認識
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

40
出典︓環境省HP「中央環境審議会 第146回地球環境部会 資料 国内外の最近の動向及び中⻑期の気候変動対策について」
https://www.env.go.jp/council/06earth/%E3%80%90%E8%B3%87%E6%96%99%EF%BC%93%E3%80%91r2.pdf



気候変動影響の被害
の防⽌・軽減

使命・⽬標

基本戦略

1
農業・防災等の各施策に適応を組み込み効果的に施策を推進

あらゆる関連施策に気候変動適応を組み込む

2 科学的知⾒に基づく気候変動適応を推進する
観測・監視・予測・評価、調査研究、技術開発の推進

3 研究機関の英知を集約し、情報基盤を整備する
国⽴環境研究所・国の研究機関・地域適応センターの連携

地域の実情に応じた気候変動適応を推進する
地域計画の策定⽀援、広域協議会の活⽤

国⺠の理解を深め、事業者の適応ビジネスを促進する
国⺠参加の影響モニタリング、適応ビジネスの国際展開

6 開発途上国の適応能⼒の向上に貢献する
アジア太平洋地域での情報基盤作りによる途上国⽀援

7 関係⾏政機関の緊密な連携協⼒体制を確保する
気候変動適応推進会議（議⻑︓環境⼤⾂）の下での省庁連携

国⺠事業者

政府

地⽅公共団体

・適応の率先実施
・多様な関係者の
適応促進

・地域の適応の推進
・地域の関係者の
適応促進

・適応⾏動の実施
・適応施策への協⼒

・事業に応じた
適応の推進

・適応ビジネスの推進

国⽴環境研究所
・適応の情報基盤の整備
・地⽅公共団体等の

技術的援助

基本的役割

気候変動影響の評価
適応計画の進捗管理
評価⼿法等の開発 適応の効果の把握・評価⼿法の開発

年度単位でフォローアップし、PDCAを確保
中央環境審議会に諮問し、2020年を⽬途に評価

進捗管理 気候変動適応計画の策定・変更

適応策の実施

計画の進捗状況の把握・評価

施策・計画の改善

気候変動影響
の評価 Plan

Do

Check

Action

評価⼿法等の
開発

５

４

コメの収量
の将来予測

※品質の良い
コメの収量

気候変動適応情報
プラットフォーム

各分野において、信頼できるきめ細かな情報
に基づく効果的な気候変動適応の推進

国⺠の⽣活の安定、社会・経済
の健全な発展、⾃然環境の保全＋

安全・安⼼で持続可能な社会

７つの基本戦略の下、関係府省庁が
緊密に連携して気候変動適応を推進

気候変動影響の評価と気候変動適応計画の進捗管理
を定期的・継続的に実施、PDCAを確保

関係者の具体的役割を明確化

＜対象期間＞ 21世紀末（2081年〜2100年）
＜シナリオ＞ 厳しい温暖化対策をとった場合（RCP2.6）

計画期間
21世紀末までの⻑期的な展望を意識しつつ、

今後概ね５年間における施策の基本的⽅向等を⽰す

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

気候変動適応計画（平成30年11⽉27⽇閣議決定）



42出典︓国⼟交通省HP 「流域治⽔について、国⼟交通省の取組状況」 https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001370162.pdf

国⼟交通省︓「流域治⽔プロジェクト」
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM
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出典︓農林⽔産省「気候変動適応ガイド」https://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/ondanka/index.html、農林⽔産省「気候変動の影響への適応に向けた将来展望」http://www.maff.go.jp/j/kanbo/kankyo/seisaku/report.html

今後気候変動が進んでいく過程で、都道府県や産地等が「どの時点で」、「どのような」適応策に
取り組む必要があるのか等を⾃ら判断するための情報を網羅。

「気候変動の影響への適応に向けた将来展望」報告書 平成31年3⽉公表

＜影響評価情報＞ ＜適応策の種類の整理＞ ＜適応策の取組事例の紹介＞

項⽬別に
詳細化

品⽬・項⽬を
幅広く網羅

⽔稲編 りんご編

農林⽔産省︓「農業⽣産における気候変動適応ガイド」等
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

農業⽣産における気候変動適応ガイド 令和2年8⽉（⽔稲、りんご）12⽉（うんしゅうみかん、ぶどう）公表

うんしゅう
みかん編

ぶどう編



環境省・気象庁︓「熱中症警戒アラート」の令和３年度より全国運⽤開始
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

44出典︓環境省 熱中症予防情報サイト「熱中症予防のための新たな情報発信「熱中症警戒アラート（試⾏）」について」（https://www.wbgt.env.go.jp/pdf/20200616_alert.pdf）



⾦融庁︓サステナブルファイナンス有識者会議（令和２年12⽉設置）

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

45出典︓⾦融庁HP「サステナブルファイナンス有識者会議の設置について」（https://www.fsa.go.jp/news/r2/sonota/20201225-5/1.pdf）



国の調査研究機関

⼤学，
地域の研究機関等

⼤学

地域の
研究機関等

国⺠

各地域（都道府県等）

研究機関との
協⼒体制構築

政府

地⽅公共団体

住⺠企業 地域の企業

情報収集・整理・分析
調査研究・技術開発

気候変動適応情報
プラットフォーム

A-PLAT

国⽴環境研究所
気候変動適応センター

地域気候変動
適応センター
情報収集・整理

・分析・提供情報・成果

技術的助⾔ 地域研究
機関

協⼒体制

• 気候変動適応センター（CCCA）が中核となり，情報の収集・整理・分析や研究を推進
• 成果の提供や技術的助⾔を通じて，気候変動適応策の推進に貢献

46

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

国⽴環境研究所の取組
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CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

気候変動適応センターの取組実績（地⽅公共団体への技術的援助）
 地⽅公共団体等を対象とした研修や意⾒交換会の開催
 地域の講演会への講師派遣や検討会の委員就任
 地域気候変動適応センターとの意⾒交換会・訪問・ヒアリング
 地⽅公共団体等の作成した計画やパンフレットに対する技術的助⾔等

適応関連講師派遣

適応関連検討会等への対応

• 気候変動適応研修（初級・中級）の実施
初級テーマ︓地域気候変動適応計画策定

（東北 7/31、中国四国 8/7、近畿地域 8/28）
全国約90の地⽅公共団体・地域
適応センター・関連団体等から
約140名参加（3か所合計）

中級テーマ︓気候変動影響評価
分野別最新知⾒の講義（オンライン1/29）
全国約180の地⽅公共団体・地域適応センター・関連団
体等から約220名参加

• 第３回地域の気候変動適応
推進に向けた意⾒交換会の実施

（10/31オンライン開催）
テーマ︓地域気候変動適応センターの設置
全国約80の地⽅公共団体・地域適応センター・関連団
体等から約140名参加

研修会等の実施（令和２年度）
• 98件の講師派遣を⾏い、計6,000名超の参加

者に向け講演（2018/9-2021/3）
• 今年度の派遣先︓滋賀県、栃⽊県、茨城県、

富⼭県、愛媛県、⽩井市、印⻄市、岐⾩市 他

• 昨年度の対応先︓新潟県、栃⽊県、神奈川
県、滋賀県、愛媛県、⻑崎県、川崎市、船橋
市、⼋代市、千代⽥区、⼤⽥区、葛飾区 他

地域適応センターとの意⾒交換会
• 計25センターと意⾒交換会を対⾯もしくはオ

ンラインにて実施。（2020/4-2021/3）
• センターの要望・課題をヒアリング

継続的なニーズや課題の洗い出し＝＞効果的⽀援



１. 気候変動の状況、将来予測等
世界と⽇本の状況

２. 気候変動の影響
さまざまな分野で予測されている将来の影響

３. 適応策の具体事例
適応策の考え⽅/分野別適応策

４. 気候変動適応法と国の取組
気候変動適応法/各省の動き/国環研の取組

５. 地域の取組
地域の役割/地域気候変動適応計画

６. 参考情報

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

内容



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM
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地域の⾃然的経済的
社会的状況に応じた
気候変動適応の推進

• 地域適応計画の策定・実施
• 各分野における気候変動適応に関する施策の推進
• 関連する施策への気候変動適応の組み込み
• 市町村における地域適応計画の策定及び実施の促進
• 市町村に対する技術的助⾔

地域における関係者の
気候変動適応の促進

• 施策や取組事例等に関する情報の提供
• 地域における事業者、住⺠等の多様な関係者の理解醸成・

取組促進
• 広域協議会への参画等を通じた広域的連携
• 地域における気候変動適応の効果的な推進

地域における科学的知⾒の
充実・活⽤

• 地域センターの確保
• 地域における科学的知⾒の充実及び施策への活⽤

気候変動適応法 第４条での位置づけ︓

• 地⽅公共団体は、その区域における⾃然的経済的社会的状況に応じた気候変動適応に関する
施策を推進するよう努めるものとする。

• 地⽅公共団体は、その区域における事業者等の気候変動適応及び気候変動適応に資する事業
活動の促進を図るため、施策に関する情報の提供その他の措置を講ずるよう努めるものとする。

地⽅公共団体の気候変動適応とは
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気候変動適応法による地域における適応の推進

50

• 各都道府県・市町村にて「地域気候変動適応計画」を策定
• 地域の情報拠点「地域気候変動適応センター」を設置
• 地域ごとに「気候変動適応広域協議会」を開催

地域における関係者の連携をさらに強化し、地域レベルで幅広い関係者が連携・協⼒して
気候変動適応を推進していくため、全国７ブロックで気候変動適応広域協議会を開催

地域に根ざした適応の本格化
気候変動影響は、地域の地形や社会経済状況などによって様々

地域の特徴に応じたきめ細やかな適応の推進が不可⽋
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気候変動影響は地域によって様々。地域事情により取り得る適応策も変わる。影響に
適切に対処するためには、地域による以下のような主体的な取組が期待される。

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

地域に期待される役割

1.地域気候変動適応計画の策定→地域の実情を踏まえた計画を作る
 地域ごとに地理・気候・⽂化・社会経済などの状況は様々。それによっ

て、気候変動影響や取り得る適応策は変わってくる。
 気候変動は「ナマモノ」。対応策がどれだけ変わるかで影響の出⽅が変

わる。予測の確度など科学的知⾒も時間とともに進化していく。
2.地域気候変動適応センターの設⽴→取組促進のため情報拠点を作る
 地域における気候変動影響に関する情報や研究等の取組みの整理
 地域資源を活⽤した適応に係る取組情報の収集・⽀援

3.⾏政、⼤学・研究機関、地場産業・地元企業の協働による地域特性に応じた
適応策の実施→関係者が⼀丸となって対策・取組を進める
関連施策の整理、関連部局の連携

4.普及啓発→いろいろな関係者にわかりやすく情報発信
 地域で鍵になる⼈たちに必要な情報を伝える



仙台市
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計39都道府県
39市区

新規策定

気候変動適応法に基づく
地域気候変動適応計画の策定状況

(2021年5⽉6⽇現在)

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

地⽅公共団体の適応

既存計画を位置付け

横須賀市

名古屋市
春⽇井市
⼀宮市

佐賀市

横浜市

福岡市
島⽥市

＜都道府県＞

＜市区町村＞
⻘：既存計画を位置付け
⻩：新規策定

広島市
下関市

静岡市

⽇光市

札幌市

那須塩原市

⼋王⼦市

相模原市
川崎市

鶴岡市

柏市
船橋市

葛飾区

新潟市
⼤阪市

北九州市 福⼭市 ⽊更津市

神⼾市
尼崎市

富⼭市

堺市
岸和⽥市

郡⼭市

浜松市

京都市

豊川市

武蔵野市

⾼槻市

⼤分市
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気候変動適応法に基づく
地域気候変動適応センターの設置状況

(2021年5⽉6⽇現在)

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

地⽅公共団体の適応

31道府県
８市区で
設置

その他

地⽅公共団体（庁内横織等）単独

地⽅環境研究所
⼤学

地⽅公共団体（庁内組織等）＋研究機関等

那須塩原市

川崎市

さいたま市、熊⾕市、⼾⽥市、
三郷市、鶴ヶ島市江⼾川区
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地域気候変動適応計画とは

54

⽬的と意義
• 科学的な知⾒に基づき、中⻑期的な視点で計画的な対策を進めること
• 地域における優先事項を明確化し、適応を効果的・効率的に推進していくこと
• 地域の適応を推進する上での統⼀した考え⽅や⽅向性を提⽰すること

策定の主体 • 都道府県及び市町村が、それぞれ単独で策定する。
• 共通の気候変動影響が想定される複数の都道府県・市町村が共同して策定する。

対象範囲
• 原則として、策定を⾏う都道府県及び市町村の区域。
• 区域を超えた適応策が必要となる場合は、関係する他の都道府県及び市町村や

国等の関係者と⼗分に連携・協⼒しながら策定する。

形式 • 独⽴した計画として策定する。
• 地球温暖化対策実⾏計画や環境基本計画等関連する計画の⼀部に組み込む。

位置付け • 「適応法第 12 条に基づく地域気候変動適応計画」であることを計画⾃体に明記
するなど、それぞれの状況に応じてしかるべき対応を実施する。

影響評価と
計画⾒直し

• 最新の科学的知⾒を収集して、定期的に気候変動影響評価を実施する。
• 影響評価に基づいて地域適応計画の⾒直しを実施する。

気候変動適応法 第12条での位置づけ︓

都道府県及び市町村は、その区域における⾃然的経済的社会的状況に応じた気候変動適応に関す
る施策の推進を図るため、単独で⼜は共同して、気候変動適応計画を勘案し、地域気候変動適応計
画（その区域における⾃然的経済的社会的状況に応じた気候変動適応に関する計画をいう。）を策
定するよう努めるものとする。
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地域適応計画の構成

55

項 ⽬ 地域適応計画に記載する内容

計画における基本的な事項

・⽅針や⽬標
・実施体制
・計画期間、⾒直し時期
・進捗確認の⽅法

区域の特徴
・地理的条件
・社会経済状況
・気候の特徴

気候変動影響に関する情報

・これまでに⽣じた気象災害
・顕在化している気候変動影響
・将来の気候変動影響に関する予測
・気候変動影響評価結果

適応策に関する情報 ・区域で優先的に取り組む施策
・各分野の具体的な適応策



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

地域気候変動適応計画策定/変更の流れ

地域気候変動適応計画策定マニュアル

56出典︓ 環境省 地域気候変動適応計画策定マニュアル ー⼿順編ー (http://www.env.go.jp/earth/tekiou.html)

○ ⼿順編
標準的な⼿順に沿って、情報収集
の⽅法や記載内容等について解説

○ ひな形編
⼿順編に沿って収集した情報を
ひな形(Word)に記載すると、計画
の素案の作成が可能

○ 情報整理シート
⼿順編では、気候変動影響や適
応についての情報を情報整理シー
ト（Excel）で整理
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（事例）令和２年度岩⼿県気候変動適応策取組⽅針（令和２年３⽉）

出典）A‐PLAT地域気候変動適応計画一覧 https://adaptation‐platform.nies.go.jp/jichitai/plan/local_list_plan.html
岩手県ホームページ https://www.pref.iwate.jp/kurashikankyou/kankyou/seisaku/ondanka/1018311.html

特色 予算額を伴う具体的施策の位置づけ

A‐PLATより、各地域の気候変動適
応計画にアクセスできます。

１ はじめに
地球温暖化のしくみ、大気中の温室効果ガス
の濃度、平均気温の推移、今後の地球温暖化
対策(緩和と適応)

２ 策定の趣旨
世界の動き、国の動き、策定の趣旨及び位置
づけ

３ 気候の現状と将来予測
本県の気候特性、本県の気温の変化、本県の
降水量等の変化、将来の将来予測

４ 本県における適応方針
基本的な考え方、分野ごとの影響と具体的な
適応施策（農業・森林・林業・水産業、水環境・
水資源、自然生態系、自然災害・沿岸域、健康、
産業・経済活動、県民生活等）

５ 適応策の推進・進行管理
適応策の推進、進行管理

参考
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（事例）徳島県気候変動適応戦略（平成28年10⽉）

出典）A‐PLATインタビュー記事 https://adaptation‐platform.nies.go.jp/articles/local_interview/vol1_tokushima.html
徳島県ホームページ https://www.pref.tokushima.lg.jp/ippannokata/kurashi/shizen/2016110800025

A‐PLATに
インタビュー記事掲載

特色

指標及び数値
目標の設定

Ⅰ 背景
1. 地球温暖化の進行及びその対応
2. 適応策の必要性

Ⅱ 基本的事項
1. 戦略策定の趣旨
2. 戦略の位置づけ
3. 計画期間
4. 戦略の方向性
5. 戦略を展開する基本的視点
6. 対象分野
7. 横断的取組み

Ⅲ 分野別の影響
県土保全、自然生態系、水環境・水資源、健康、
産業経済、農林水産（食料）

Ⅳ 分野別の基本施策
Ⅴ 戦略の推進体制

1. 各主体の役割
2. 推進体制
3. 進行管理と見直し

資料編
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（事例）那須塩原市気候変動適応計画（令和２年３⽉）

特色

市町村レベルでの先進的取組事例（地域
適応センターも設置）
市として対策を進めるべき分野の整理

A‐PLATに那須塩原市気候
変動適応センターの
インタビュー記事掲載

出典）A‐PLAT地域気候変動適応計画一覧 https://adaptation‐platform.nies.go.jp/jichitai/plan/local_list_plan.html
那須塩原市気候変動適応計画 https://www.city.nasushiobara.lg.jp/10/documents/lapn.pdf

１ はじめに
計画策定の背景
本計画策定の目的
上位計画及び関連計画との位置づけ
計画期間

２ 那須塩原市の特性
那須塩原市の基礎情報
これまでの那須塩原市の気候・気象の変化
将来の那須塩原市の気候・気象の変化

３ 適応に関する基本的な考え方
国の影響評価結果
那須塩原市で対策を進めるべき分野の整理

４ 気候変動影響と主な値策について
農業・林業・水産業、水環境・水資源、自然生
態系、自然災害・沿岸域、健康、産業・経済活
動、国民生活・都市生活

５ 適応策の推進
推進体制、進捗管理、各主体の役割

資料編
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気候変動適応広域協議会

60

適応法第14条の規定に基づき、地域における関係者の連携をさらに強化
し、地域レベルで幅広い関係者が連携・協⼒して気候変動適応を推進して
いくため、全国７地域で気候変動適応広域協議会を組織。
（北海道・東北・関東・中部・近畿・中国四国・九州の環境省地⽅環境
事務所が庶務を務めている。）
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広域協議会分科会テーマ（令和2年9⽉24⽇現在）

地
域 テーマ名 分野 名称

北
海
道

釧路湿原のEco-DRR機能の保
全

⾃然災
害 Eco-DRR分科会

気候変動による降⽔の変化等に
伴う北海道内の事業活動への適
応

産業・
経済活
動

事業活動分科会

東
北

降雪パターンの変化による⽔資源
管理と利⽤可能性 の変化への適
応

⽔資源 雪分科会

海⽔温の上昇による来遊⿂及び
地先⽣息⿂の⿂種及び地域資源
量の変化への適応

農林⽔
産業 ⽔産分科会

気候変動に伴う⽣物季節の変化
にかかる国⺠⽣活の適応

⾃然⽣
態系 ⽣物季節分科会

関
東

夏期の気温上昇による熱中症対
策 健康 暑熱対策分科会

地域特性に応じた減災としての適
応

⾃然災
害 災害対策分科会

地域の脆弱性の再整理を通した
市町村の適応 その他 地域適応策検討

分科会※

中
部

気候変動による⾃然環境・⽣物へ
の影響への対策

⾃然⽣
態系

⾃然⽣態系への影
響分科会

気候変動下における持続可能な
流域での⽔資源管理⽅法の検討 ⽔資源 流域圏での⽔資源

管理分科会

地域での脆弱性・リスクの総点検を
通した広域連携の推進 その他 地域での脆弱性・

リスク分科会※

地
域 テーマ名 分野 名称

近
畿

熱ストレス増⼤により都市⽣活で必要
となる暑熱対策 健康 暑熱対策分科会

茶栽培における気候変動影響への適
応

農林⽔
産業 お茶対策分科会

局地的⼤⾬による市街地⽔災リスク増
⼤への適応

⾃然災
害

ゲリラ豪⾬対策分
科会

中
国
四
国

⼭地・森林等の植⽣及びニホンジカ等
の⽣態系における気候変動影響への
適応

⾃然⽣
態系

⼭林の植⽣・シカ
等の⽣態系分科
会

海⽔温の上昇等による太平洋沿岸域
の海洋⽣態系の変化への適応

⾃然⽣
態系

太平洋の沿岸⽣
態系分科会

瀬⼾内海および⽇本海の漁業等、地
域産業における気候変動影響への適
応

農林⽔
産業

瀬⼾内海・⽇本海
の地域産業分科
会

九
州
・
沖
縄

台⾵等による河川流域における豪⾬災
害に対する環境分野からのアプローチ

⾃然災
害 災害対策分科会

学校教育、産業活動、イベント等にお
ける暑熱対策 健康 暑熱対策分科会

沿岸域の⽣態系サービスにおける気候
変動影響への適応

⾃然⽣
態系

⽣態系分科会
(沿岸域)

※地域適応策検討分科会（関東）、地域での脆弱性・リスク分科会（中部）
はアクションプランの策定は実施しない

出典）環境省資料



１. 気候変動の状況、将来予測等
世界と⽇本の状況

２. 気候変動の影響
さまざまな分野で予測されている将来の影響

３. 適応策の具体事例
適応策の考え⽅/分野別適応策

４. 気候変動適応法と国の取組
気候変動適応法/各省の動き/国環研の取組

５. 地域の取組
地域の役割/地域気候変動適応計画

６. 参考情報

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

内容
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分からない専⾨⽤語、疑問点があったら…

63

A-PLAT（気候変動適応情報プラットフォーム）から
気候変動適応⽤語集や、よくある御質問 をご利⽤ください︕

科学的知⾒についての分かりやすい解説は、
「ここが知りたい地球温暖化」もお薦めです。
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参考URL、書籍等

64

〇A-PLAT（気候変動適応情報プラットフォーム）
https://adaptation-platform.nies.go.jp/

〇環境省HP︓気候変動への適応
http://www.env.go.jp/earth/tekiou.html

〇気候変動への「適応」を考える: 不確実な未来への備え
（肱岡靖明著、丸善出版、2021.1）

Twitterアカウント（A-PLAT ＜気候変動適応情報プラットフォーム＞
@APLAT_JP）、Youtubeチャンネル（気候変動適応情報プラットフォー
ム A-PLAT）のフォローもぜひよろしくお願いいたします︕



まとめ
温室効果ガスの排出増加に伴う気候変動に対し、「適応」と
「緩和」の双⽅が不可⽋

そのような状況下「気候変動適応法」が2018年12⽉に施⾏

地域レベルで適応計画の策定や適応策の実施が進められて
きている。これらは、地域の状況に応じて実施され、最新の知
⾒を踏まえ常に⾒直す事が求められる。

国⽴環境研究所は、気候変動影響・適応に関する研究情報基盤の中核として
①情報の収集・整理・分析・提供
②地⽅公共団体や地域適応センターへの技術的助⾔ 等

を通じ、気候変動適応に関する取組に貢献を⽬指しております。

 気候変動適応情報プラットフォーム「A-PLAT」
https://adaptation-platform.nies.go.jp/index.html


